
中学校設置基準

　　　　（平成十四年三月二十九日文部科学省令第十五号）

1最終改正：平成一九年一二月二五日文部科学省令第四〇号

学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第三条の規定に基づき、中学校設置基準を次のように定める。

　　　第一章　総則

　　（趣旨）

第一条　中学校は、学校教育法　（昭和二十二年法律第二十六号）その他の法令の規定によるほか、この省令の定めるところ

　により設置するものとする。

2　この省令で定める設置基準は、中学校を設置するのに必要な最低の基準とする。

3　中学校の設置者は、中学校の編制、施設、設備等がこの省令で定める設置基準より低下した状態にならないようにするこ

　とはもとより、これらの水準の向上を図ることに努めなければならない。

第二条　削除

第三条　削除

　　　第二章　編制

　　（一学級の生徒数）

第四条　一学級の生徒数は、法令に特別の定めがある場合を除き、四十人以下とする。ただし、特別の事情があり、かっ、教

　育上支障がない場合は、この限りでない。

　　（学級の編制）

第五条　中学校の学級は、同学年の生徒で編制するものとする。ただし、特別の事情があるときは、数学年の生徒を一学恕に

　編制することができる。
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　　（教諭の数等）

第六条　中学校に置く主幹教諭・指導教諭及び教諭（以下この条において「教諭等」という。）の数は、一学級当たり一人以

　上とする。

2　教諭等は・特別の事情があり・かつ・教育上支障がない場合は、校長、副校長若しくは教頭が兼ね、又は助教諭若しくは

　講師をもって代えることができる。

3　中学校に置く教員等は、教育上必要と認められる場合は、他の学校の教員等ど兼ねることができる。

　　　第三章　施設及び設備

　　（一般的基準）

第七条　中学校の施設及び設備は、指導上、保健衛生上、安全上及び管理上適切なものでなければならない。

　　（校舎及び運動場の面積等）

第八条　校舎及び運動場の面積は、法令に特別の定めがある場合を除き、別表に定める面積以上とする。ただし、地域の実態

　その他により特別の事情があり、かつ、教育上支障がない場合は、この限りでない。

2　校舎及び運動揚は、同一の敷地内又は隣接する位置に設けるものとする。ただし、地域の実態その他により特別の事情が

　あり、かっ、教育上及び安全上支障がない場合は、その他の適当な位置にこれを設けることができる。

　　（校舎に備えるべき施設）

第九条　校舎には、少なくとも次に掲げる施設を備えるものとする。

　一　教室（普通教室、特別教室等とする。）

　二　図書室、保健室

　三　職員室

2　校舎には、前項に掲げる施設のほか、必要に応じて、特別支援学級のための教室を備えるものとする。

　　（その他の施設）

第十条　中学校には、校舎及び運動場のほか、体育館を備えるものとする。ただし、地域の実態その他により特別の事情があ

　り、かつ、教育上支障がない場合は、この限りでない。

　　（校具及び教具）

第十一条　中学校には、学級数及び生徒数に応じ、指導上、保健衛生上及び安全上必要な種類及び数の校具及び教具を備えな
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　ければならない。

2　前項の校具及び教具は、常に改善し、補充しなければならない。

　　（他の学校等の施設及び設備の使用）

第十二条　中学校は・特別の事情があり・かつ・教育上及び安全上支障がない場合は、他の学校等の施設及び設備を使用する

　ことができる。

別表　　（第八条関係）

r露砺積
生徒数 面積（平方メートル）

一人以上四〇人以下 600

四一人以上四八○人以下 600十6×（生徒数一40）

四八一人以上 3240十4×（生徒数一480）

ロ　運動場の面積

瞬 面積（平方メートル）

F砿正面厄斥㎜π蕊・・

二四一人以上七二〇人以下 3600十10×（生徒数一240）

七十心隔以上 8400
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高等学校設置基準

　　　（平成十六年三月三十一日文部科学省令第二十号）

最終改正：平成一九年一二月二五日文部科学省令第四〇号

　学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第三条の規定に基づき、高等学校設置基準（昭和二十三年文部省令第一号）の

全部を改正する省令を次のように定める。

　　　第一章　総則
（趣旨）

第一条　高等学校は、学校教育法その他の法令の規定によるほか、この省令の定めるところにより設置するものとする。

2　この省令で定める設置基準は、高等学校を設置するのに必要な最低の基準とする。

3　高等学校の設置者は、高等学校の編制、施設、設備等がこの省令で定める設置基準より低下した状態にならないようにす

　ることはもとより、これらの水準の向上を図ることに努めなければならない。

（設置基準の特例）

第二条　公立の高等学校については都道府県の教育委員会、私立の高等学校については都道府県知事（以下「都道府県教育委

　員会等」という。）は、高等学校に全日制の課程及び定時制の課程を併置する場合又は二以上の学科を設置する場合その他

　これらに類する場合において、教育上支障がないと認めるときは、高等学校の編制、施設及び設備に関し、必要と認められ

　る範囲内において、この省令に示す基準に準じて、別段の定めをすることができる。

2　専攻科及び別科の編制、施設、設備等については、この省令に示す基準によらなければならない。ただし、教育上支障が

　ないと認めるときは、都道府県教育委員会等は、専攻科及び別科の編制、施設及び設備に関し、必要と認められる範囲内に

　おいて、この省令に示す基準に準じて、別段の定めをすることができる。

第三条　削除

第四条　削除
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　　　第二章　学科

（学科の種類）

第五条　高等学校の学科は次のとおりとする。

　一　普通教育を主とする学科

　二　専門教育を主とする学科

　三　普通教育及び専門教育を選択履修を旨として総合的に施す学科

第六条　前条第一号に定める学科は、普通科とする。

2　前条第二号に定める学科は、次に掲げるとおりとする。

　一　農業に関する学科

　二　工業に関する学科

　三　商業に関する学科

　四　水産に関する学科

　五　家庭に関する学科

　六　看護に関する学科

　七　情報に関する学科

　人　福祉に関する学科

　九　理数に関する学科

　十　体育に関する学科

　十一　音楽に関する学科

　十二　美術に関する学科

　十三　外国語に関する学科

　十四　国際関係に関する学科

　十五　その他専門教育を施す学科として適当な規模及び内容があると認められる学科

3　前条第三号に定める学科は、総合学科とする。
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　　　第三章　編制

　（授業を受ける生徒数）

第七条　同時に授業を受ける一学級の生徒数は、四十人以下とする。ただし、特別の事情があり、かつ、教育上支障がない場

　合は、この限りでない。

（教諭の数等）

第八条　高等学校に置く副校長及び教頭の数は当該高等学校に置く全日制の課程又は定時制の課程ごとに一人以上とし、主幹

　教諭・指導教諭及び教諭（以下この条において「教諭等」という。）の数は当該高等学校の収容定員を四十で除して得た数

　以上で、かっ、教育上支障がないものとする。

2　教諭等は・特別の事情があり、かつ、教育上支障がない場合は、助教諭又は講師をもって代えることができる。

3　高等学校に置く教員等は、教育上必要と認められる場合は、他の学校の教員等と兼ねることができる。

（養護教諭等）

第九条　高等学校には、相当数：の養護をつかさどる主幹教諭、養護教諭その他の生徒の養護をつかさどる職員を置くよう努め

　なければならない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，
（実習助手）

第十条　高等学校には、．必要に応じて相当数の実習助手を置くものとする。

（事務職員の数）　　　　　　　　　　　　　　　　　　．

第十一条　高等学校には、全日制の課程及び定時制の課程の設置の状況、生徒数等に応じ、相当数の事務職員を置かなければ

　ならない。

　　　第四章　施設及び設備

（一般的基準）

第十二条　高等学校の施設及び設備は、指導上、保健衛生上、安全上及び管理上適切なものでなければならない。

（校舎の面積）

第十三条　校舎の面積は、法令に特別の定めがある場合を除き、全日制の課程若しくは定時制の課程の別又は学科の種類にか

　かわらず、次の表に定める面積以上とする。ただし、地域の実態その他により特別の事情があり、かつ、教育上支障がない

　場合は、この限りでない。

20



　　び　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ら　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　キ　　　　　　　　　　　　　ロ　　に　　　　　　　　　　　　　　　　　　ド　サほドの　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヒ　　ロ　　　ロ　　ロ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　わ　ヤド　　　　　　　　　ら　ら　　　コ　ロ　ロ　モ　ド　　　　　　　　　ロ　　　　　に　　　　　に　　　　

　　　　　　　　　　　　面積（平方メートル）
　　　　　　　　　　　　…　　｝　　…b㍉　η　　　　　擢　　　序　　…　　Ψ　暫　　　「「乍脚丁　「P　「｝　附　暫A吻　戸　m　｝　　、｝　、ゆ，　　　＿F　　㍗　曽　　ザ　　　　　　　　　　　ρ’　　　9

一二〇人以下

『二三＝：砿：晒フてδ人以下「「薦丁6×（収容韻一・2・）

1畝＝砿r騨………「yヨ6・＋4×（収容面一48・）

　　（運動揚の面積）

第十四条　運動場の面積は・全日制の課程若しくは定時制の課程の別又は収容定員にかかわらず、八、四〇〇平方メートル以上

　とする。ただし、体育館等の屋内運動施設を備えている場合その他ρ教育上支障がない場合は、この限りでない。

　　（校舎に備えるべき施設）

第十五条　校舎には、少なくとも次に掲げる施設を備えるものとする。

　一　教室（普通教室、特別教室等とする。）

　二　図書室、保健室

　三　職員室

2　校舎には、前項に掲げる施設のほか、必要に応じて、専門教育を施すための施設を備えるものとする。

　（その他の施設）

第十六条　高等学校には、校舎及び運動揚のほか、体育館を備えるものとする。ただし、地域の実態その他により特別の事情が

　あり、かっ、教育上支障がない場合は、この限りでない。

　（校具及び教具）

第十七条　高等学校には、学科の種類、生徒数等に応じ、指導上、保健衛生上及び安全上必要な種類及び数の校具及び教具を備

　えなければならない。

2　前項の校具及び教具は、常に改善し、補充しなければならない。

　（他の学校等の施設及び設備の使用）

第十八条　高等学校は、特別の事情があり、かっ、教育上及び安全上支障がない場合は、他の学校等の施設及び設備を使用する

　ことができる。
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幼稚園設置基準

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（昭和三十一年十二月十三日文部省令第三十二号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　最終改正：平成一九年一二月二五日文部科学省令第四〇号

　学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第三条の規定に基き、幼稚園設置基準を次のように定める。

　　　第一章　総則
（趣旨）

第一条　幼稚園設置基準は、学校教育法施行規則（昭和二十二年文部省令第十一号）に定めるもののほか、この省令の定める

　ところによる。

（基準の向上）

第二条　この省令で定める設置基準は、幼稚園を設置するのに必要な最低の基準を示すものであるから、幼稚園の設置者は、

　幼稚園の水準の向上を図ることに努めなければならない。

　　　第二章　編制

（一学級の幼児数）

第三条　一学級の幼児数は、三十五人以下を原則とする。

（学級の編制）

第四条　学級は、学年の初めの日の前日において同じ年齢にある幼児で編制することを原則とする。

（教職員）

第五条　幼稚園には、園長のほか、各学級ごとに少なくとも専任の主幹教諭、指導教諭又は教諭（次項において「教諭等」と

　いう。）を一人置かなければならない。

2　特別の事情があるときは、教諭等は、専任の副園長又は教頭が兼ね、又は当該幼稚園の学級数の三分の一の範囲内で、専
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　任の助教諭若しくは講師をもつて代えることができる。

3　専任でない園長を置く幼稚園にあっては・前二項の規定により置く主幹教諭、指導教諭、教諭、助教諭又は講師のほか、

　副園長、教頭、主幹教諭、指導教諭、教諭、助教諭又は講師を一人置くことを原則とする。

4　幼稚園に置く教員等は・教育上必要と認められる揚合は、他の学校の教員等と兼ねることができる。

第六条　幼稚園には・養護をつかさどる主幹教諭・養護教諭又は養護助教諭及び事務職員を置くように努めなければならない。

　　　第三章　施設及び設備

（一般的基準）

第七条　幼稚園の位置は、幼児の教育上適切で、通園の際安全な環境にこれを定めなければならない。

2　幼稚園の施設及び設備は、指導上、保健衛生上、安全上及び管理上適切なものでなければならない。

（園地、園舎及び運動場）

第八条　園舎は、二階建以下を原則とする。園舎を二階建とする場合及び特別の事情があるため園舎を三階建以上とする場合

　にあっては・保育室・遊戯室及び便所の施設は、第一階に置かなければならない。ただし、園舎が耐火建築物で、幼児の待

　避i上必要な施設を備えるものにあっては、これらの施設を第二階に置くことができる。

2　園舎及び運動場は、同一の敷地内又は隣接する位置に設けることを原則とする。

3　園地、園舎及び運動場の面積は、別に定める。

（施設及び設備等）

第九条　幼稚園には、次の施設及び設備を備えなければならない。ただし、特別の事情があるときは、保育室と遊戯室及び職

　員室と保健室とは、それぞれ兼用することができる。

　一　職員室

　二　保育室

　三　遊戯室

　四　保健室

　五　便所

　六　飲料水用設備、手洗用設備、足洗用設備

2　保育室の数は、学級数を下ってはならない。
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3　飲料水用設備は、手洗用設備又は足洗用設備と区別して備えなければならない。

4　飲料水の水質は、衛生上無害であることが証明されたものでなければならない。

第＋条幼鯛には・学徽及び幼騰に応じ・鞘上・保健衛生上及鞍面上必要な種類及び数の園具及び撚を撒なけ
　ればならない。

2　前項の七二及び教具は、常に改善し、補充しなければならない。

第十一条　幼稚園には、次の施設及び設備を備えるように努めなければならない。

　一　放送聴取設備

　二　映写設備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．

　三　水遊び場

　四　幼児清浄用設備

　五　給食施設

　六　図書室

　七　会議室

（他の施設及び設備の使用）

第＋二条幼鯛は・特別の事情があり・カ・つ・鞘上及鞍全上支障がない場創ま、他の学欝の轍及び設備を使用する

　ことができる。

　　　第四章　雑則

（保育所等との合同活動等に関する特例）

第＋三条幼鯛は・次に掲げる揚合におレ・ては・各学級の幼児と当該幼鯛に礫しな賭を共に儲することができる．

一当該幼稚園と幼保連撒設（就学前の子どもに関する鞘、保育等の総合的な提供の推進に関する辮（平成＋牌法

　　一階＋七号・以下「就学前教静雛法」という・）第三条第二項に規定する幼保連携施設をいう．以下同じ．）を構成

　　する保育所等（就学前教静細面二籟四項｝こ規定する保育所等をいう．以下同じ．）｝こおいて、満三歳以上の子ども

　　に対し学校鞘法第二＋三条各号に捌ヂる目標が達成されるよう保育を行うに当たり、当該幼糎との勲な醐励体
　　制を確保する必要があると認められる場合

二前号に掲げる二合のほか・繍的社会的条件の変化に伴い幼児の数が減少し、又は幼児が他の幼児と共に濁する機会
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　が減少したことその他の事情により・学校教育法第二十三条第二号に掲げる目標を達成することが困難であると認められ

　　ることから、幼児の心身の発達を助長するために特に必要があると認められる場合

2　前項の規定により各学級の幼児と当該幼稚園に在籍しない者を共に保育する場合においては、第三条中「一学級の幼児数」

　とあるのは「一学級の幼児数（当該幼稚園に在籍しない者であって当該学級の幼児と共に保育されるものの数を含む。）」と、

第五条第四門中「他の学校の教員等」とあるのは「他の学校の教員等又は保育所等の保育士等」と、第十条第一項中「幼児

数」とあるのは「幼児数（当該幼稚園に在籍しない者であって各学級の幼児と共に保育されるものの数を含む。）」と読み替

えて、これらの規定を適用する。

　　　　附　則　抄

1　この省令は、昭和三十二年二月一日から施行する。

’2　園地・園舎及び運動場の面積は・第八条第三項の規定に基き別に定められるまでの間、園地についてはなお従前の例によ

　り、園舎及び運動場については別表第一及び別表第二に定めるところによる。ただし、この省令施行の幽谷に存する幼稚園

　については、特別の事情があるときは、当分の間、園舎及び運動場についてもなお従前の例によることができる。

3　第十三条第一項の規定により幼稚園の幼児と保育所等に入所している児童を共に保育し、かっ、当該保育所等と保育園を

　共用する押合においては、別表第一及び別表第二中「面積」とあるのは、「面積（保育所等の施設及び設備のうち幼稚園と

　共用する部分の面積を含む。）」と読み替えて、これらの表の規定を適用する。

4　就学前教育等推進法第三条第二項各号に掲げる要件を満たす運営を行うために設置後相当の期間を経過した保育所（児童

　福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）第三十九条に規定する保育所をいう。附則第六項において同じ。）（その運営の実

　績その他により適正な運営が確保されていると認められるものに限る。）と幼保連携施設を構成するよう幼稚園を新たに設

　置し、又は移転させる場合における当該幼稚園（次項において「特例幼保連携幼稚園」という。）に関するこの省令の適用

　については、当分の間、次の表の上欄の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句とする。

第五条

第一項

教諭（特例助教諭（保育士の資格を有する助教諭をいい、当該幼

　稚園の設置又は移転の後に新たに採用されたものを除く。次項

　において同じ。）を含む。次項において同じ。）

讐爾一助教諭㈱教諭を除く・）

25



第八条

第一項

幼　　の待避児童福祉施設最低基準（昭和二十三年厚生省令第六十三号）第三

上　要な施　十二条第八号ロからチまでに掲げる要件に該当するもの

設　　備える

も

陵藁「　犀階以上の階

5　特例幼保連携幼稚園については・当該特例幼保連携幼稚園が構成する幼保連携施設において保育する満三歳以上の子ども

　の保育の用に供する当該幼保連携施設の施設が次の各号に掲げる場合に該当するときは、当分の間、この省令の規定中当該

　各号に定める規定を適用しないことができる。

一　保育二又は遊戯室の面積が当該子ども一人につき一・九八平方メートル以上である場合　園舎の面積に関する規定

二　屋外遊戯場及び運動場の面積が当該子ども一人につき三・三平方メートル以上である揚合　運動場の面積に関する規定

6　前二項の規定は、就学前教育等推進法第三条第二項各号に掲げる要件を満たす運営を行うために設置後相当の期間を経過

　した幼稚園（その運営の実績その他により適正な運営が確保されていると認められるものに限る。）と幼保連携施設を構成

　するよう保育所を新たに設置し・又は移転させる場合における当該幼稚園について準用する。この場合において、附則第四

　項の表第五条第一項の忌中「当該幼稚園の」とあるのは、「当該幼稚園と幼保連携施設を構成する保育所の」と読み替える

　ものとする。

附則（昭和三七年一月三一日文部省令第二号）

　～附則（平成一九年一二月二五日文部科学省令第四〇号）　（略）

別表第1　（園舎の面積）

晦下士蔽　　｝一一爾－8・平方メートル32・＋…×（学徽一2）平方メートル
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　別表第2　（運動場の面積）

330十30×（学級数一1）

平方メートル
400＋80×（学級数一3）　平方メートル
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